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① 連結子会社の状況

連結子会社の数 　３社

連結子会社の名称 　株式会社ＴＨＥ　ＢＲＩＤＧＥ

　株式会社グルコース

　株式会社NAVICUS

② 非連結子会社の状況

非連結子会社の名称 　PR TIMES Inc.

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼ

さないため、連結の範囲から除外してお

ります。

　該当事項はありません。

会社等の名称 　PR TIMES Inc.

持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重

要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。

連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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その他有価証券

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採

用しております。

投資事業組合等に対する出資金 入手可能な直近の決算書に基づき、組

合等の損益のうち当社の持分相当額を加

減する方法を採用しております。

定率法を採用しております。

ただし、2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　８～15年

工具、器具及び備品　４～10年

自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法により償却しております。

リース期間を耐用年数として残存価額

を零とする定額法を採用しております。

イ．貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のうち当連結会

計年度負担額を計上しております。

ハ．株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備

えるため、翌連結会計年度以降に発生す

ると見込まれる額を計上しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

② 固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

③ 引当金の計上基準
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④ 収益及び費用の計上基準

　当社グループはプレスリリース配信事業の「PR TIMES」を主力サービスと

しております。また、その他のサービスとして「PR TIMES」関連サービス及

びビジネス向けSaaSサービス等を行っております。

イ．「PR TIMES」

　「PR TIMES」においては、利用企業が「PR TIMES」サイトで商品やサー

ビス等に関する情報をプレスリリースとして配信する仕組みを提供してお

ります。従量課金プランは、配信が完了した時点で履行義務が充足される

ことから、当該時点で収益を認識しております。また、定額プランは、契

約期間にわたり履行義務が充足されることから、契約期間にわたり均等に

収益を認識しております。

ロ．「PR TIMES」関連サービス

　「PR TIMES」関連サービスにおいては、利用企業が新製品やサービスの

発表、イベントやキャンペーンの告知といったニュースを広めるにあた

り、より効果的にパブリシティを獲得し、ソーシャルネットワークサービ

ス（SNS）でより波及させるための施策の立案、及びその実施を提供する

PRパートナーサービス等の提供をしております。契約開始時において、契

約期間にわたり充足される履行義務かどうかを判断し、当該履行義務に該

当しないと判断されるものについては、一時点で充足される履行義務と

し、当該時点で収益を認識しております。

ハ．ビジネス向けSaaSサービス

　ビジネス向けSaaSサービスにおいては、利用企業が業務効率化を図るた

めの支援ツールとして、タスク・プロジェクト管理ツール「Jooto」及び

カスタマーサポートツール「Tayori」のSaaS製品等の提供をしておりま

す。これらは、契約期間にわたり履行義務が充足されることから、契約期

間にわたり均等に収益を認識しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、20年

以内の合理的な年数で均等償却することとしております。
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投資有価証券（非上場株式） 70,799千円

投資有価証券評価損 110,066

２．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上し

た項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可

能性のあるものは、次のとおりであります。

(1) 投資有価証券の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない株式等については、取得時の投資先の将来の成長による超

過収益力を反映した取得価額をもって計上しておりますが、投資先の事業が

計画どおりに進捗せずに取得時の超過収益力が毀損し、実質価額が著しく低

下した場合には減損処理を実施しております。

減損処理を実施していない投資有価証券については、投資先の予算と実績

の乖離状況、業績の推移、事業計画の進捗状況、直近のファイナンス状況等

から総合的に判断し、取得時の超過収益力を反映した実質価額に著しい低下

はないと判断しております。

見積りに用いた投資先の事業計画は不確実性を有しており、実質価額が著

しく低下した場合には減損処理が必要となり、翌連結会計年度の連結計算書

類に影響を及ぼす可能性があります。
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のれん 95,486千円

減損損失 99,118

受取手形 304千円

売掛金 828,594

契約資産 3,450

(2) のれんの評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

のれんは、被取得企業の今後の事業展開によって期待される将来の超過収

益力として計上し、その効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則的に

償却しております。また、減損の兆候があり、のれんを含む資産グループか

ら得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

しております。

当連結会計年度においては、当社の一部の連結子会社について、取得時の

事業計画からの乖離が生じ、当初想定していた超過収益力が見込めなくなっ

たことから、同社に係るのれんの未償却残高について減損損失99,118千円を

計上しております。

なお、のれんの評価は、被取得企業の事業計画等に基づき実施しており、

当該事業計画には、被取得企業が属する業界の将来性を鑑みたうえで、翌連

結会計年度以降の受注予測等が合理的であるという主要な仮定が含まれてお

ります。

見積りに用いた被取得企業の事業計画は不確実性を有しており、将来、被

取得企業の業績不振等により、事業計画の見直しが必要となった場合、減損

損失を計上する可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記

受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契

約資産の金額

４．連結損益計算書に関する注記

顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分

して記載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「９．収益

認識に関する注記　(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載

のとおりであります。
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株 式 の 種 類
当連結会計年度

の期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度

の期末の株式数

普 通 株 式 13,462,249株 39,989株 －株 13,502,238株

株 式 の 種 類
当連結会計年度

の期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度

の期末の株式数

普 通 株 式 22,876株 1,032株 －株 23,908株

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2025年５月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 138,826千円 10.30円 2025年２月28日 2025年５月28日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式数の増加39,989株は、譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による増
加20,389株及びストック・オプションの行使による増加19,600株であります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の増加1,032株は、譲渡制限付株式の無償取得による増加875株及び単元未満
株式の買取りによる増加157株であります。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来し

ていないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　　　173,200株

(4) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結

会計年度となるもの
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループでは、事業運営の基盤となる運転資金の資金調達について

は、自己資金による充当を基本としておりますが、事業規模の変動に伴い短

期的な運転資金が必要となる場合には、銀行借入及び営業債権のファクタリ

ングにより調達をしております。新規事業計画及びこれに付帯する設備等投

資計画に基づく中長期の資金需要が生じた場合には、主に銀行借入により必

要資金を調達しております。

なお、デリバティブ取引等の投機的な取引については、外貨建の営業取引

等に対するリスク回避等の明確な目的がない限り行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒

されております。

投資有価証券は、非上場株式であり、発行体の信用リスクに晒されており

ます。

出資金は、投資事業組合等への出資金であり、組み入れられた株式の発行

体の経営状況及び財務状況等の内的なリスクと株式市場の市況や規制等の状

況変化等の外的なリスクに晒されております。

敷金及び保証金は、主に本社オフィスの賃貸借契約に係るものであり、差

入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、１年内の支払

期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスクの管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、得意先ごとの

財務状況を個別把握し、与信枠設定及び債権残高管理を実施するとともに、

得意先の定期的なモニタリングを実施し、得意先の財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、定期的に発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続

的に見直しております。

出資金は、定期的に組合等の決算書を入手することで組合等の財政状況や

運用状況を把握し、組合契約等の変更の有無についても適切に管理しており

ます。

敷金及び保証金は、契約時及び契約更新時、その他適時に差入先の信用状

況の把握に努めております。
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（単位：千円）

連結貸借対照表計上額

（※２）
時価（※２） 差額

敷金及び保証金 105,191 93,099 △12,091

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 70,799

投資事業組合等に対する出資金 115,557

・資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、手元流動性の維持を目的として当社において年次予算を

基礎に予実分析を行うとともに、手元資金の残高推移を月次ベースで定期検

証し、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、時価開

示の対象とはしておりません（（※１）参照）。また、現金及び預金、受取

手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、現

金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか

ら、注記を省略しております。

（※１）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。なお、
投資事業組合等に対する出資金は、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示
の対象とはしておりません。

（※２）「連結貸借対照表計上額」及び「時価」には、敷金及び保証金の回収が最終的に見
込めないと認められる部分の未償却残高が含まれております。
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（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 93,099 － 93,099

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要

性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発

な市場において形成される当該時価の算定の対象とな

る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベ

ル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して

算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に

は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定にお

ける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金及び保証金
敷金及び保証金は、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債利回り等の適

切な指標を用いて割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。
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(1) １株当たり純資産額 506円74銭

(2) １株当たり当期純利益 83円17銭

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計プレスリリース
配信事業

「PR TIMES」及び
「PR TIMES」関連サービス

6,960,447 － 6,960,447

ビジネス向けSaaSサービス 359,865 － 359,865

その他 － 683,123 683,123

顧客との契約から生じる収益 7,320,312 683,123 8,003,435

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 7,320,312 683,123 8,003,435

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システ

ム開発事業及びSNSマーケティング支援事業であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会

計方針に関する事項　④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。
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（単位：千円）

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 728,242 828,898

契約資産 3,870 3,450

契約負債 209,916 264,210

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情

報

① 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、連結子会社が行う請負契約について、期末日時点で完了して

いるが、未請求の対価に対する連結子会社の権利に関するものであります。

契約資産は、対価に対する連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客と

の契約から生じた債権に振り替えられます。

契約負債は、主にプレスリリース配信サービス「PR TIMES」の定額プラン

を利用している顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負

債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含

まれていた額は、209,916千円であります。また、当連結会計年度におい

て、契約負債の残高に重要な変動はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に

予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を

適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中

に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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関係会社株式 主として移動平均法による原価法を採

用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採

用しております。

投資事業組合等に対する出資金 入手可能な直近の決算書に基づき、組

合等の損益のうち当社の持分相当額を加

減する方法を採用しております。

定率法を採用しております。

ただし、2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　８～15年

工具、器具及び備品　４～10年

自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法により償却しております。

リース期間を耐用年数として残存価額

を零とする定額法を採用しております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

② 無形固定資産（リース資産を除く）

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
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① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のうち当事業年

度負担額を計上しております。

③ 株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備

えるため、翌事業年度以降に発生すると

見込まれる額を計上しております。

(3) 引当金の計上基準
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投資有価証券（非上場株式） 70,799千円

投資有価証券評価損 110,066

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社はプレスリリース配信事業の「PR TIMES」を主力サービスとしており

ます。また、その他のサービスとして「PR TIMES」関連サービス及びビジネ

ス向けSaaSサービス等を行っております。

① 「PR TIMES」

　「PR TIMES」においては、利用企業が「PR TIMES」サイトで商品やサービ

ス等に関する情報をプレスリリースとして配信する仕組みを提供しておりま

す。従量課金プランは、配信が完了した時点で履行義務が充足されることか

ら、当該時点で収益を認識しております。また、定額プランは、契約期間に

わたり履行義務が充足されることから、契約期間にわたり均等に収益を認識

しております。

② 「PR TIMES」関連サービス

　「PR TIMES」関連サービスにおいては、利用企業が新製品やサービスの発

表、イベントやキャンペーンの告知といったニュースを広めるにあたり、よ

り効果的にパブリシティを獲得し、ソーシャルネットワークサービス

（SNS）でより波及させるための施策の立案、及びその実施を提供するPRパ

ートナーサービス等の提供をしております。契約開始時において、契約期間

にわたり充足される履行義務かどうかを判断し、当該履行義務に該当しない

と判断されるものについては、一時点で充足される履行義務とし、当該時点

で収益を認識しております。

③ ビジネス向けSaaSサービス

　ビジネス向けSaaSサービスにおいては、利用企業が業務効率化を図るため

の支援ツールとして、タスク・プロジェクト管理ツール「Jooto」及びカス

タマーサポートツール「Tayori」のSaaS製品等の提供をしております。これ

らは、契約期間にわたり履行義務が充足されることから、契約期間にわたり

均等に収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で

あって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のあるもの

は、次のとおりであります。

(1) 投資有価証券の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

詳細は、「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記　(1) 投資有価

証券の評価」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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関係会社株式 263,033千円

関係会社株式評価損 69,999

建物及び構築物 51,553千円

工具、器具及び備品 114,370

リース資産 8,728

短期金銭債権 105,641千円

短期金銭債務 22,301

長期金銭債権 196,613千円

(2) 関係会社株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、関

係会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合は、回復可能

性が十分な証拠によって裏付される場合を除き、相当の減額を行い、評価差

額は当事業年度の損失として処理を行っております。

当事業年度においては、当社の一部の連結子会社に係る株式について、実

質価額の著しい低下が認められ、回復可能性が十分ではないと判断したこと

から、関係会社株式評価損を計上しております。

なお、関係会社株式の実質価額の回復可能性の判定は、関係会社の事業計

画等に基づき実施しており、当該事業計画には、関係会社が属する業界の将

来性を鑑みたうえで、翌事業年度以降の受注予測等が合理的であるという主

要な仮定が含まれております。

見積りに用いた関係会社の事業計画は不確実性を有しており、将来、関係

会社の業績不振等により、事業計画の見直しが必要となった場合、関係会社

株式評価損を計上する可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分掲記したものを除く）

(3) 取締役に対する金銭債権
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営業取引による取引高

売上高 7,331千円

仕入高 67,758

販売費及び一般管理費 132,064

営業取引以外の取引による取引高 99,899

繰延税金資産

貸倒引当金 41,758千円

賞与引当金 16,841

未払費用 15,287

未払事業税 18,626

減損損失 30

減価償却費 4,572

資産除去債務 18,539

投資有価証券評価損 56,430

関係会社株式評価損 26,787

株式報酬費用 43,363

その他 32,926

繰延税金資産小計 275,164

評価性引当額 △12,345

繰延税金資産合計 262,818

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,557

繰延税金負債合計 △1,557

繰延税金資産の純額 261,260

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

普通株式　　　23,908株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類
会社等の
名称又は

氏名

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社
NAVICUS

所有
直接70.00

当社サービ
スのSNS運
用
資金の貸付

資金の貸付
（注）１

70,000

流動資産
その他
（短期貸付
金）
（注）２

85,000

資金の回収
（注）１

40,000 関係会社
長期貸付金
（注）２

90,000
利息の受取
（注）１

608

種類
会社等の
名称又は

氏名

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 山口 拓己
被所有

直接6.08
当社代表
取締役社長

金銭報酬債
権の現物出
資（注）１

19,998 － －

役員 三島 映拓
被所有

直接0.89
当社取締役

費用の立替
（注）２

29,740

投資その他
の資産
その他
（長期未収
入金）

196,613

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有

権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しておりま

す。
２．株式会社NAVICUSへの貸倒懸念債権に対し、貸倒引当金99,210千円を計上してお

ります。また、当事業年度において、関係会社貸倒引当金繰入額99,210千円を
計上しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものでありま

す。
２．2017年３月16日開催の取締役会決議に基づき付与された第４回新株予約権の権

利行使に係る源泉所得税等の立替によるものであります。
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(1) １株当たり純資産額 509円88銭

(2) １株当たり当期純利益 84円25銭

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注

記表　９．収益認識に関する注記　(2) 顧客との契約から生じる収益を理解す

るための基礎となる情報」に同一の内容を記載しているため、記載を省略して

おります。
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